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１．経済規模

各国の国内総生産（名目、2007年）
全国に占める大阪市経済のシェアの推移

・大阪市の総生産は21.7兆円（FY2006、名目）
で、政令市の中で最大でGDPシェアは4.3％

・国際比較ではﾏﾚｰｼｱと同水準､ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙより大

Ⅰ 大阪経済の現況と2010年の展望

・大阪の全国シェアは2003年前後を底に卸売

業販売額、輸出入額、人口で上昇している

注: ①アジアNIEs…韓国、台湾、シンガポール、香港の４か国
・地域の合計

BRICs…ブラジル、ロシア、インド、中国４か国の合計
近畿…大阪府、兵庫県、京都府、和歌山県、奈良県、滋
賀県の６府県

②近畿、大阪市の数値は、2006 年度
③近畿、大阪府、大阪市の数値のドル換算レートは、東京

外国為替市場における月中単純平均値による。
2006 年度＝ 1 ドル116 円94 銭

資料:OECD 加盟国はOECD「OECD iLibrary」
それ以外の国は日本貿易振興機構（ジェトロ）「海外の
ビジネス情報」
近畿、大阪府は各府県「県（府）民経済計算」、大阪市
は「市民経済計算」
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注: 最近時の数値は、人口（2009 年10 月）、市内総生産（06 年度）、事業所
数 ・従業者数（06 年）、製造品出荷額等（08 年速報値）、卸売業販売額
（07 年）、 輸出額、輸入額（09 年上期確報値）の数値である。また、事業
所数・従業者数は民営事業所の1981 年、86 年、91 年、96 年、2001 年、
04 年の数値であり、卸売業は1982 年、85 年、91 年、97 年、2002 年、
04 年の数値である。
なお、製造品出荷額等は従業者数4 人以上の事業所のみである。

資料: 総務省「国勢調査」、「事業所・企業統計」、内閣府「国民経済計算」
経済産業省「商業統計表」、「工業統計表」、
大阪市計画調整局「市民経済計算年報」、大阪税関「貿易統計」、
財務省「貿易統計」
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大阪市の経済活動別生産額の近畿
内シェア（2006年度、名目）

域内総生産（名目）成長率の推移

・大阪市ｼｪｱ：人口（12.7％）昼間人口（17.2％）
事業所数（21.4％）従業者数（24.3％）
域内総生産（26.5％)  大企業数（47.2％）

・経済活動別では、卸売・小売業、運輸・通信
業、サービス業、金融・保険業のシェアが高い

・大阪市の域内総生産の推移は、FY2003
を底にプラス成長に転じ、FY2006には
FY2001のITバブル期水準を上回るまで

に回復

２．近畿経済における大阪市の位置づけ
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資料: 内閣府「県民経済計算」、大阪市「市民経済計算」
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資料: 大阪市計画調整局「市民経済計算」、内閣府「国民経済計算」、
「県民経済計算」、大阪府「大阪府民経済計算」
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・第二次産業はシェアダウンの一途（14％）
・卸売・小売業は反転して上昇（33％）

・第三次産業はサービス業が中心となって
シェア増加基調（53％）⇒サービス経済化

３．産業構成

域内総生産の産業別構成比の推移

・外需に当たる「財貨・ｻｰﾋﾞｽの移出入ほか」の
比率が突出して大きく、民間企業設備資本形成
の割合も最大であり、国内外の景況の影響大

・他方、民間最終消費支出や民間住宅資本形成の
割合は最小であり、市民の消費のｳｪｲﾄはやや小

４．需要面の構造（市内総支出の構造）

域内総支出の需要構造の他都市比較
（2006年度、名目）
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注: 対象は産業分野のみ。その他は、農林水産業、鉱業、電気・ガス・水道業。
資料: 大阪市「市民経済計算」

注:市内最終需要＝100とした構成。東京都は都全体。「財貨・ｻｰﾋﾞｽの
移出入ほか」には在庫品増加と統計上の不突合を含む。

資料: 内閣府「県民経済計算」、各都市「市民経済計算」
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Ｂ．潜在需要Ａ．顕在需要

4.着工新設住宅戸数

影 響

（来訪者）
2.地下鉄・ニュートラム
乗車人員

（来訪者）
3.延べ宿泊者数※大阪府

1.人口

世帯数

3.消費者物価指数（総合）

4.家計消費支出

（市内消費）
1.大型小売店販売額
《スーパー》

2.大型小売店販売額
《百貨店》

5.第3次産業指数
《対個人サービス業》※全国

（域外需要）
7.国内総生産(名目)
※四半期、季節調整済

（海外需要）
6. 輸出額
※大阪港、関空

内
需

外
需

内
需

外
需

一
般
消
費

一
般
消
費

8.生活保護受給者数
（色逆）

9.雇用保険受給者数
（色逆）

(

政
府
支
出)

(

民
間
支
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Ⅰ 需要（支出）セクター
A.顕在需要は、一般消費（小売・サービス等最終

消費者向け）等や輸出等の需要を中心とした
民間支出と、大阪市等による政府支出による
需要の動向を表す。

B.潜在需要は顕在需要に影響を与える数字を表す。

５．需要（支出）セクターに関する見通し （１） 需要関連指標の動向整理
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・2000年以降は増加傾向が続き、09年で
10年連続の増加

・持続していた女性比率の上昇傾向は、07
年以降、男性人口の増加数の方が上回る
状況に反転しており、3年連続で減少

・世帯数は単身者の転入、核家族化など
で戦後一貫して増加

大阪市の世帯数、人口の推移

（２） 需要関連の個別指標の動向

資料: 大阪市「大阪市統計書」

・住宅着工は2007年6月施行の改正建築
基準法の影響と08年からの金融危機に

より、床面積が低迷する状況が続く
・阪神なんば線の開通や住宅ローン減税

の継続に加え、住宅版エコポイントの
創設、供給面から地価下落も追い風

【住宅建築物着工】

市内の建築物着工床面積の用途別動向

注: 上段の数値は1 ～ 9 月の合計に12/9 を乗じた推計値。
下段の数値は低水準で推移した5 ～ 9 月の平均が10 ～ 12 月も 持続す
るとして算出した推計値。

資料:（財）建設物価調査会「建設統計月報」
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Ｂ．建物・設備 Ａ．稼動水準

1.貸ビル貸室面積

底入れ

影 響

3.機械受注額
※全国

（生産活動）
9.鉱工業生産指
数※大阪府
10.工業用ガス消
費量※大阪府

(
工
業
系)

3.商品手持額※期末1.卸売業販売額指数
※全国

(

商
業
系)

6.第3次産業指数
《対事業所サービス業》
※全国

4.貸ビル利用
稼動面積

空室率（色逆）

5.企業向けサービス価格指数※全国

(

サ
ー
ビ
ス
業
系)

11.企業倒産件数
（色逆）

2.産業用建築物着工床面積
※大阪府

(

総
合)

（資金需要）
12.銀行貸出
残高
13.保証承諾
額（色逆）

7. 宿泊施設定員稼
働率

2.中央卸売市場取扱高

8.企業物価指数
※全国
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↘ ↘ ↗ ↗ ↘
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Ⅱ 供給（生産）セクター
A.稼動水準は、卸を中心とした商業系、事業所を対象とするサービスを提供する

サービス業系、製造業を中心とした生産活動を行う工業系、倒産件数や資金需要
など産業活動を総合的に捉えた総合の４分類で、供給の動向を表す。

B.建物・設備は、各産業活動の稼動水準に影響を与える建物・設備等の状況を表す

６．供給（生産）セクターに関する見通し （１） 供給関連指標の動向整理
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【倒産件数】

・2009 年の着工床面積は改正建築基準法
が導入された07 年と同水準を維持する
見込み⇒ 2010年も工事継続で横ばい

・商業・業務ビル：
* キタやミナミ等で百貨店新築・増床
* JR大阪駅や梅田北ヤードの開発PJ 等

・工場・生産拠点：
* リチウム二次電池第２期（住之江区）

産業分類別倒産件数の推移

（２） 供給関連の個別指標の動向

注：2002年、04年のグラフは大阪市の倒産件数合計を表す。
資料:（株）東京商工リサーチ

・件数は減少基調にあったが金融危機に
より2008 年には再び1,009 件となり、09 
年は前年同期をやや上回る水準が持続

・業種別：サービス業他、卸売業、建設
業、製造業で8 割以上のシェア

・原因別：販売不振が約半数、運転資金
の欠乏が15%のシェア

【産業関連建築物着工】

10.8
10.1

77.7

46.8

10.7

0

50

100

150

200

250

300

2002 03 04 05 06 07 08 09

その他（運輸業、
情報通信業など）

サービス業用

商業用

鉱工業用

居住産業併用
（居住部分除く）

（年）

(万㎡）

建築物着工床面積の内訳

注:2009年は08年の大阪府に占める大阪市のシェアをもとにして算出した1～9
月の合計の推計値に12/9を乗じたもの。

資料:（財）建設物価調査会「建設統計月報」
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1.完全失業率（色逆）
※大阪府（四半期） 近畿

Ａ．雇用状況

2.一般職業紹介状況
有効求人数
有効求職者数（色逆）
有効求人倍率

2.所定外労働時間※大阪府

Ｂ．雇用環境

3.定期給与※大阪府1.常用雇用指数※大阪府

影 響

4 5 6 7 8 9 10
↘ ↘ ↗ ↗ ↗ ↘ ↘

4 5 6 7 8 9

↗ ↘ ↗ ↗ ↘ ↘

4 5 6 7 8 9

↗ ↘ ↘ ↗ ↘ ↗
4 5 6 7 8 9

↗ ↘ ↗ ↘ ↘ ↘

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

↗ ↘ ↘ ↗ ↗

2008年 2009年
4 5 6 7 8 9 10

↘ ↘ ↗ ↗ ↘ ↗ ↗

↗ ↗ ↗ ↗ ↘ ↘ ↗

↘ ↘ → ↘ → ↗ ↗

Ⅲ 雇用・所得セクター
Ａ．雇用状況は、雇用者サイドから、
Ｂ..雇用環境は被雇用者サイドから、
雇用・所得の状況を表す。

７．雇用（所得）セクターに関する見通し （１） 雇用関連指標の動向整理

・2009年に入って雇用の過剰感が製造業

等で強まり、求人数の減少と求職者数
の増加が大都市にも広がった

・大阪市の有効求人倍率は前年度平均の
1.27倍から半分近くの水準にまで急落

（２） 需要関連の個別指標の動向

【雇用状況】

大阪市他の有効求人数、求職者数等の推移

注: 2008 年までは年度間平均、09 年は4 月～ 9 月の月平均値。
資料: 大都市統計協議会「大都市比較統計年表」、厚生労働省

「職業安定統計年報」、各都市「統計書」、東京労働局資料
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07年度

（0.67倍）

（0.67倍）

（0.69倍）
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09年

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 10

量的側面のプラス効果と質的側面
でのマイナス効果が打ち消しあって
ほぼ横ばい

住宅は2009年に落ち込んだ水準か
ら回復が期待されるが、設備投資
は低水準のまま推移する見込み

公共投資はマイナスだが、政府支
出はプラスが確実

海外需要や環境関連産業などが
牽引してプラスが期待

【総合判断】全国平均をやや上回る
成長が期待できる (名目)

①民間最終消費支出
・量：人口・世帯数ともに11年連続増加の期待
・質：ﾌﾟﾗｽ面：高額所得者層シェア増､男性増、

ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ､子ども手当等消費誘発策
ﾏｲﾅｽ面：高齢化､収入減少、低価格志向、失業

者増､たばこ増税、消費ﾏｲﾝﾄﾞ減退 等

②民間住宅投資、企業設備投資
・住宅：住宅版ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ、地価下落等のプラス材料。

消費不況、供給過多などの販売不振懸念
・設備投資：大型PJの工事継続でベースは底堅い。

ビルや設備の過剰と景気の不透明感

③公的資本形成、政府消費支出
・公共投資：財政逼迫で抑制、市街地再開発等継続
・政府支出：生活保護費増大、高齢化、子ども手当、

高校授業料実質無償化など増大は必至

④財貨・サービスの移出入
・国内：景気回復緩慢で企業間取引低迷、消費不況。

平城遷都1300 年祭の波及効果が期待材料
・海外：成長する中国・アジア経済からの需要は堅調

８．2010年度の総括的見通し

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 11

・大阪市の製造出荷額はバブル経済崩壊後は減少し続けてきたが、近年、素材加工やデジタル
関連家電などが好調で、2007年には増加に転じた。08年は全国の出荷額が減少に転じたのに
対して、大阪市の出荷額は引き続き増加。ただし、08年の大阪市の従業者数は減少。

・大阪市の製造業が全国に占めるシェアは、工場数、従業者数、製造出荷額ともに増加。

１．製造業の状況
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0
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工場数（万ヵ所）
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製造品出荷額等（兆円）

付加価値額（兆円）

工場数シェア（％）

従業者数シェア（％）

製造品出荷額等シェア（％）

付加価値額シェア（％）

（全国の実数値） （大阪市の全国シェア％）

（年）

市内製造業の推移全国の製造業の状況と大阪市のシェアの推移

Ⅱ 産業別に見た大阪経済の特徴

注：対象は従業者数4人以上の事業所。
統計データの注意点については章末注を参照のこと。
産業分類の変更等があるため、厳密には連続しない。
2008年は速報値。

資料: 経済産業省「工業統計表」

注：対象は従業者数4人以上の事業所。
統計データの注意点については章末注を参照のこと。
産業分類や捕捉範囲の変更等があるため、厳密には連続しない。
2008年は速報値。

資料: 経済産業省「工業統計表」
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 12

・大阪市は基礎素材型（全体の4～6割）が中

心。次に、生活関連型、加工組立型の順
・製造品出荷額や付加価値額では、化学（特
に医薬品）のウエイトが高いのが特徴

・加工組立型が中心の名古屋や生活関連型中
心（印刷の影響大）の東京とも異なる傾向

○工業の産業分野別状況 ○工業の従業員規模別状況
・従業者数9人以下の小規模工場（14,357ヵ
所）が市内総数（17,917ヵ所）の約80％を

占める。
・製造品出荷額等でみた小規模工場のシェア
は約10％

・従業者数300人以上は工場数では0.2％に過
ぎないが、出荷額では27.4％を占める。

・大阪市は「1人当たり付加価値額」が非常

に高い→高付加価値な生産活動の展開

33.9

39.3

26.4

21.1

24.0

25.2

21.8

21.4

34.7

30.8

17.8

18.7

38.7

2.6

10.1

33.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

工場数

従業者数

製造品出荷額等

付加価値額

基礎素材型（化学除く） 化学

加工組立型 生活関連型

大阪市製造業の分野別構成(2008年)

基礎素材型
木材・木製品、パルプ・紙・紙加工品、化学工業、石油製品・石炭製品、プラス
チック製品、ゴム製品、窯業・土石、鉄鋼、非鉄金属、金属製品

加工組立型
はん用機器、生産用機器、業務用機器、電子部品・デバイス・電子回路、電気
機器、情報通信機器、輸送用機器

生活関連型
食料品、飲料・飼料・たばこ、繊維、家具・装備品、印刷・同関連、なめし革・毛
皮、その他

（付加価値額は、2007年以前の旧分類によるもので、一部業種内容が異なる）

注：対象は従業者数4人以上の事業所
速報値、ただし付加価値額は2007年の確報値
統計データの注意点については章末注を参照のこと

資料: 大阪府総務部「大阪の工業（速報）」、経済産業省「工業統計表（概要版）」
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（百万円）

従業者規模別の１人あたり付加価値額の
他都市比較（2005年）

注：対象は全事業所。

　　統計データの注意点については、章末注を参照のこと。

資料：各都市「工業統計調査」、経済産業省「工業統計表（概要版）」　

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 13

・市内卸売業は商店数、従業者数では減少に歯止めがかかっていないが、販売額は2007
年に04年より0.5％増と僅かだが増加に転じた。

・中心性比率（卸売÷小売）は90年代初め頃までは12～13倍程度で東京都区部と同水準

⇒ 90年代後半から低下傾向が顕著となり、近年は9倍強。しかし、2007年には反転・

微増。水準としては東京都区部に次ぐ集積を維持しており、販売額シェアは10.3％。

２．卸売業の状況
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（事業所数：ヵ所・従業数：十人） （年間販売額：兆円）

市内卸売業の推移 中心性（Ｗ／Ｒ）比率の推移の他都市比較

資料: 経済産業省「商業統計表」
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注：W/R 比率＝卸売業年間販売額/ 小売業年間販売額。
資料: 経済産業省「商業統計表」

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 14

・年間販売額の業種別構成は、消費財よりも生産財・資本財の割合が高く（59.2％）、

「鉱物・金属材料」の販売額増加が寄与。一方で、機械器具の減少が顕著で、繊維品も

国内繊維製造業の衰退により販売額は下落傾向

・各種商品卸売業の販売額は3.9兆円（構成比で9.1%）となり、前回調査から微増した。

ただし、全国シェアで見ると、大阪市の8.0％に対して、東京都区部が86.3％を占めて突出

⇔総合商社の東京への機能移転の影響大

大阪市の業種別販売額構成比（2007年） 大阪市卸売業販売額の業種別推移

○業種別にみた卸売業販売額の構成と動向
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資料: 経済産業省「商業統計表」

資料: 経済産業省「商業統計表」
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 15

・商店数は1982年をピークに長期減少傾向→特に4人未満の小規模小売店←業態構成変化

・影響力を増す大型小売店舗→商店数は1.0％だが、年間販売額は41.8％
・百貨店は、店舗数の減少もあって販売額は前年比5.2％減、面積当たり販売額も減少

・スーパーは2店舗増え、販売額は増加、ただし面積当たり販売額は減少

・2011年以降、百貨店の新設、増改築ラッシュで競争激化が予想

３．小売業の状況
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従業者規模別商店数の推移 小売業全体に占める大型小売店舗シェア
（全国主要都市比較）

資料: 経済産業省「商業統計表」 注：売場面積不詳の店舗を除く
資料: 経済産業省「商業統計表」
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 16

・広域な需要に応える大阪市の小売業→トンプソン指標（人口当たり販売額）は東京都
区部よりも高い

・業種別では、各種商品小売業と衣服・身の回り品小売業が高いウエイトを占める
・業態としては衣料品専門店が多く、総合スーパーは少ない
・景気後退により2008年度以降、特に百貨店は対前年比マイナス傾向

○大阪の小売業の特徴
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小売業販売額の業種別構成比の
他都市比較 （2007年）

トンプソン指標の他都市比較（2007年）

資料: 経済産業省「商業統計表」

注：人口は2007 年10 月1 日現在
トンプソン指標= 各都市人口1 人あたりの小売業年間販売額/ 全
国の人口1 人あたりの小売業年間販売額

資料: 総務省「国勢調査」、経済産業省「商業統計表」
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 17

４．サービス業の状況
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・サービス業の市内総生産額は1990 年代ま

で順調に増加し、製造業を上回る。2000年
代に入ってからはほぼ横ばいとなり5.5兆

円程で推移。

・全国に占めるシェアは4.9％で、全産業の

市内総生産（4.3％）よりやや高い。
産業別従業者数の増減（1981年→2006年）

大阪市のサービス業の市内総生産額の推移

・従業者数は約37万人増→経済のサービス

化の進展

・他産業の多くが従業者数を減らす中で、

貴重な成長分野

注：民営事業所の数値。
2002年に産業分類が改定されたため1981年の統計を新産業分類に置
き換えて比較したが、厳密には比較できない。
サービス関連= 情報通信業、教育・学習支援業、複合サービス事業、
医療・福祉、サービス業（他に分類されない）
その他= 農林漁業、鉱業、電気・ガス・水道・熱供給、不動産業

資料：総務省「事業所・企業統計調査」

注：全国シェアを算出する際の全国値は、都道府県の各県内総生の
合計値。

資料：内閣府「県民経済計算年報」
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 18

○分野別のサービス業の分野別状況①
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・従業者数の分野別動向では、対事業所
サービス業は引き続き拡大傾向

・公営事業の独立行政法人化で民営化が加
速したため、公共サービスも増加

・対個人サービス業は事業所数の減少傾向
が続く

大阪市の対事業所サービス業の事業所数、
従業者数の増減率（2006年/2001年）大阪市のサービス従業者数の分野別推移

・対事業所サービス業ではﾈｯﾄ関連・ｺﾝﾃﾝﾂ制作、
その他の事業サービス業などが堅調に増加

・企業業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ（外部化）の進展に
従って、事業所が集積している大阪市では、
対事業所サービス業は成長産業で労働生産性
も高い。

注：対象は民営事業所。
対事業所サービス業、対個人サービス業、公共サービス業の分類に
ついては、本文巻頭の付記5 を参照。
2002 年に産業分類が改定され、改定前後を同一基準で比較すること
が困難となったため、厳密には2001 年と2004 年のデータには連続性
がない。
独立行政法人化にともない、以前は「国, 地方公共団体等」の事業所
であった団体・法人が06 年からの調査では「民営」の事業所として集
計された。

資料：総務省「事業所・企業統計調査」
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対事業所サービス業合計

事業所数：20,830ヵ所

従業者数：396,256人

注：対象は民営事業所。事業所数、従業者数は2006 年の値。増減率は01 年から06 年の値。
映像・音声・文字情報制作業= 新聞業・出版業を除く。専門サービス業= 写真業を除く。械等
修理業=表具業、その他の修理業を除く。 物品賃貸業= 各種物品、産業用機器、事務用機
器、その他の物品賃貸業の合計。

資料：総務省「事業所・企業統計調査」 (財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 19

2,407

8,926

817

1,730 1,645

131 8

668 512

1,4081,064
287723

1,132

2,488

246
4

580

1,984

208

3,361

928
531

113

▲ 11.8
▲ 10.5

▲ 9,000

▲ 6,000

▲ 3,000

0

3,000

6,000

9,000

対

個

人

サ
ー

ビ

ス
合

計

学

習

塾

教

養

・
技

能

教

授

業

娯

楽

業

自

動

車

賃

貸

業

ス
ポ

ー

ツ

・
娯

楽

用

品

賃

貸

業

駐

車

場

業

宿

泊

業

写

真

業

洗

濯

・
理

容

・
美

容

・
浴

場

業

そ

の
他

の
生

活

関

連

サ
ー

ビ

ス
業

自

動

車

整

備

業
　

そ

の
他

の
修

理

業

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

50
事業所数（ヵ所）

従業者数（十人）

事業所数増減率（％）

従業者数増減率（％）

（事業所数：ヵ所、

　　従業者数：十人） （増減：％）

対個人サービス業合計

事業所数：19,603ヵ所

従業者数：122,972人

○分野別のサービス業の状況② ～対個人サービス業、公共サービス業
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公共サービス業合計

事業所数：14,832ヵ所

従業者数：191,622人

・対個人サービス業は全体として事業所
数で11.8％減、従業者数で10.5％減。

・その他の修理業など、ニーズへの対応
で多様化する傾向

対個人サービス業の業種別変化 (06年／01年) 公共サービス業（民営）の業種別変化(06年／01年)

・対公共サービス業は全体として事業所数
で10.8％増、従業者数で23.6％増

･ 公共サービスが民間へ開放される傾向が

強まることから今後もﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽあり

注：対象は民営事業所。
事業所数、従業者数は2006 年の値。増減率は01 年から06 年の値。
その他の生活関連サービス業= 旅行業を除く。その他の修理業= 表具業を含む。

資料：総務省「事業所・企業統計調査」

注：対象は民営事業所。
事業所数、従業者数は2006 年の値。増減率は01 年から06 年の値。
その他の教育、学習支援業= 社会教育、職業・教育支援施設、他分類されない教
育、学習支援業。

資料：総務省「事業所・企業統計調査」
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【飲食店】
・大阪市の飲食店数は常住人口あたりで全国の2倍以上だが、競争が激しく減少率も高い

・業種別では「その他の食堂・ﾚｽﾄﾗﾝ」と「ﾊﾝﾊﾞｰｶﾞｰ店」の大幅な増加以外は減少
・事業所あたりの収入額は低水準で小規模事業所が集積し、東京・横浜などとは異なる

業種別事業所数の増減率（06年／01年）大阪市内の飲食店の推移

注：対象は民営事業所
資料：総務省「事業所・企業統計調査」

注： 対象は民営事業所
「その他の食堂、レストラン」とは、朝鮮料理店、インド料理店、焼肉
店等である。

資料：総務省「事業所・企業統計調査」

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 21

・大阪市へのビジター数は全体で2億980万人、
うち外国人は202万人で前年度比18.1％と急増

・観光ビジターが消費した額は前年度比3.1％増
の約1兆4千億円、生産誘発効果は3.0％増の2
兆3千億円

大阪市へのビジターの推移

【観光・集客交流】
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国籍別外国人延べ宿泊者数（2009年上期）

・2008年に訪日した外国人は835万人
うち大阪府内での宿泊は90万人

・大阪へはアジアからの訪問客が多く、大
阪府での宿泊者数の6割をアジアからのが
占め、全体の約2割が中国人

注：観光ビジター: ビジターのうち観光をしたビジター
ビジター総数: ビジネス目的などの観光以外の目的を含む総数

資料：大阪市ゆとりとみどり振興局「大阪市の観光動向調査」 資料：国土交通省「宿泊旅行統計調査」
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・大阪の貸出残高は05年に預金残高を下回
り低迷。09年は債務保証残高の増加とと

もに貸出残高も増加
・証券市場は東証への集中進み、株式現物
での大証ｼｪｱは3.8％。他方、ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ市
場では東証の2.5倍と活発（09年上半期）

大阪市内金融機関の貸出残高と
大阪市信用保証協会の債務保証残高

【金融・証券】
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【物流】

大阪府発着貨物量及び全国シェアの推移

・全国的傾向：小ﾛｯﾄ、長距離化が進む
・自動車ｼｪｱ60.9%と増勢でﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ進まず

・大阪府の発貨物は減少、着貨物は増加
・発貨物の品目別では「特殊品(金属くず
など)」を除くすべての品目で減少

・パネルベイ、バッテリーベイの物流拠点
としての大阪市に期待

注：全国銀行協会社員銀行勘定、大阪市信用保証協会、大阪府信用金庫協会。
各年3 月末現在の残高

資料：全国銀行協会「金融」、大阪市「大阪市統計書」、大阪府信用金庫協会資料

248
267

4.46

4.81

0

100

200

300

400

1990 95 2000 05 06 07

4.0

4.5

5.0

大阪府発貨物 大阪府着貨物

大阪府発貨物シェア 大阪府着貨物シェア

（年度）

（貨物量：百万トン） （全国シェア：％）

注：トンベース
資料：国土交通省「貨物地域流動調査」

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 23

【貿易】
・09年上半期の全国の輸出額は24兆62億円
（前年同期比42.7％減）､輸入額は24兆円
（同38.6％減）と急減速

・大阪港の輸出も激減し1兆1,700億円（同
35.2％減）、ただし減少率は全国よりも

低く、早い回復の兆し
・大阪港の最大の輸出国はこれまでの韓国
を抜いて中国に。輸入国は圧倒的に中国

・大阪港は、他港と比べて輸出品は化学製
品、原料製品、輸入品は衣類などの構成
比が高い大阪港の輸出入額及び全国シェア

注：2009 年は速報値
資料：大阪税関、財務省貿易統計
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【消費支出】
・大阪市の家計は全国と比べて収入額が少
ない。

・08年秋以降、食費まで支出が抑えられ厳

しい状況
・他都市との比較では、住居費や調理食品
への支出額が高水準

品目別一世帯あたりの消費額他都市比較（2004年）
年間収入

消費支出

食料

調理食品

外食

住居

光熱･水道

家具･家事用品

被服及び履物保健医療

交通

自動車等関係費

通信

教育

教養娯楽

交際費

仕送り金

全　国

東京都区部

名古屋市

大阪市注：全国を1とする指数。

　　　交通費は、鉄道運賃、バス代、タクシー代、航空運賃、有料道路料などであり、

　　　自動車等関係費（自動車等購入、ガソリン等）は含まない。

資料：総務省「全国消費実態調査」



5

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 24

【医療・健康】

大阪市における「抗疲労・癒し」関連支出額の推移

・大阪府の医薬品生産額は5,341億円(2007年)
で全国３位

・大阪市の健康・予防医療関連サービスは10
年で大きく成長。「老人福祉・介護事業」
以外に多様なサービスが伸長。

・家計に占める「抗疲労・癒し」関連支出の
割合は増加傾向。

注：「抗疲労・癒し」関連支出の項目
栄養剤、他の医薬品、健康保持用摂取品、他の保健医療用品・器具、整骨（接骨）・

鍼灸院治療代、運動用具類、ペットフード、動物病院代、他の愛がん動物・同用
品、園芸品・同用品、他の教養娯楽サービス、理美容サービス、理美容用品の
合計

「『抗疲労・癒しビジネス開発』のベースとなる関連調査（2009年）」
資料：総務省「家計調査」

【環境】

・太陽電池や二次電池の製造分野を支える世
界有数の企業が大阪に集積。環境関連ビジ
ネスで大きなポテンシャル。

・環境問題に関心を持つ中小企業は76.6％に

増加（アンケート調査結果より）。
・大阪府のISO審査登録件数では高いシェア

を維持。

・全国の環境ビジネスの市場規模推計は2025
年には1.4倍に。

ISO14001審査登録件数と全国シェアの推移

注：各年３月末の数値
資料：（財）日本適合性認定協会資料
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 25

６．区別（地域別）経済構造

【人口】 （2009年10月1日現在）

・平野区など周辺部に人口が多く、都心部は企業の立地が集中するため人口は少ない

・2000～09年の人口増減を見ると最も人口が多い平野区をはじめとする南部、西部臨海部、

北東部等では人口が減少

・都心部やその周辺では人口が大幅増加

←地価下落や工場の閉鎖･移転等で都心にマンション建設

人口の都心回帰が鮮明

大阪市内の区別人口の増減（2000年-2009年）大阪市内の区内別人口分布（2009年）

注：2009 年10 月1 日の数値。
資料：大阪市計画調整局「推計人口」 資料：大阪市計画調整局「推計人口」

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 26

【区内総生産（域内総生産）①】

・都心3区（中央区・北区・西区）と淀川区が突出して大きい→4区で総生産の6割
・三角グラフでの分析→産業部門別生産額をもとに主要3部門の構成比を算出

１）工業グループ：製造業シェアが4割程度と高い

２）準工業グループ：製造業シェアが2～3割で比較的高い

３）生活産業グループ：サービス業シェアが7割以上、卸・小売業シェアが8割以上

４）高次産業グループ：卸・小売業シェアが8割以上、製造業シェアが2割以下

大阪市産業別区内総生産（2006年度） 区内総生産の産業別構成比による分布（2006年度）

注：サービス業には、電気・ガス・水道業、運輸・通信業、金融・保険業、不動産業、
サービス業（他に分類されないもの）を含む。その他には、農林水産業、鉱業、建
設業を含む。

資料：大阪市計画調整局「平成18 年度 大阪市民経済計算」、 区別の数値は（財）大
阪市都市型産業振興センターによる推計。
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 27

【区内総生産（域内総生産）②】

・区内総生産と区別の税収との関係の分析

→総生産を共通の縦軸として、税収と人口の関係を2つのグラフで表現すると、総生産

と税収には高い相関関係があり、直線的な比例関係にあるが、人口とは明瞭な関係無し

総生産や税収は、定住人口による消費支出や個人税よりも、事業所が生み出す付加価値と

それに賦課される法人市民税、企業の設備投資、法人固定資産税等による影響が支配的

・税収のうち法人分の割合が過半を占める区は11区で、全て西半分に集中。

70％以上は北区と此花区

区別の人口と区別総生産および税収と区内総生産の関係 大阪市区別市税決算額（2008年度）

0 2 4 6 8 10 12 14 16
税収（百億円）

税収と区内総生産

0

100

200

300

400

500

600

0 5 10 15 20 25

中央

北

淀川
西

住之江

平野

人口（万人）

人口と区内総生産

区内総生産（百億円）

注：税収は過去の滞納分の徴税を除く、平成18 年度単独分のみの調停済み額のデータ。
資料：大阪市計画調整局「大阪市推計人口（平成18 年10 月）」、大阪市財政局「平成18 年度決算

説明書（市税関係）」、区別GDP は（財）大阪市都市型産業振興センターによる推計。

注：市税決算額[ 法人分] は、法人市民税、法人純固定資産税、法人
都市計画税、事業所税の合算値。（財）大阪市都市型産業振興セ
ンターによる推計2008 年度分の調定済額

資料：大阪市財政局主税部「平成20 年度 決算説明書（市税関係）」、
「平成19 年度 大阪市税務統計」より作成

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 28

【製造業】

・工場数→東部地域の割合が最も高く、出荷額では北東部地域の割合が高い

・工場当たり従業者数の平均→北東部・西部臨海部では比較的大きな工場、都心部・

東部では中小規模の工場が多い

・市内各地域ごとの業種別特色

１）東部地域：機械、金属、ゴム、プラスチック製品などの中小規模工場の集積

隣接する東大阪や八尾市域とも一体になった高度な分業ネットワークが形成

２）北東部地域：淀川区を中心に付加価値の高い化学工業の集積。

３）西部臨海部地域：大阪湾臨海地域整備計画推進のもとで抜本的なベイエリアの

活性化を推進中 06年には出荷額が最も大きい地域に成長。

４）都心部地域：印刷関連の工場が多数立地→付加価値の高い都市型産業の集積、製

造業（大手薬品会社等）の本社・中枢機能や営業所の集積

大阪市内製造業の区別分布（2008年）

工場数（ヵ所） 製造品出荷額等（億円）

注：対象は従業者数4 人以上の事業所。
速報値。

資料：大阪市計画調整局「大阪市工業の概況（速報）」

(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 29

【卸売業】
・都心６区（北、中央、西、福島、天王寺、

浪速）に立地集中
→事業所数：62.4％、従業者数：71.2％、

年間販売額：82.5％
・都心３区（北、中央、西）では区別に業

種分布が異なる
→北区：電気機械器具

中央区：衣服､繊維品､医薬･化粧品他

西区：鉱物･金属材料､一般機械器具

大阪市の卸売業の地域別シェア（2007年）

【小売業】

・北区、中央区、浪速区の御堂筋沿いの都心

３区で販売額の50.5％を占める（2007年）

・全商店街:503の23％は中央区､北区に集中し､

区別人口当たり販売額による中心地性指数

は両区が12.99と9.34で突出して高い

・商店街の商店数は1991年－2007年で半減

・小売商業実態調査では、都心部の「超広域

型」商店街は繁盛しているが、「近隣型」

や「地域型」商店街の衰退が激しい

小売業年間販売額地域別シェアの推移

資料：大阪市計画調整局「大阪市商業の概況」
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注：都心3 区= 北区、中央区、浪速区。
資料：大阪市計画調整局「大阪市商業の概況」
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(財)大阪市都市型産業振興センター 経済調査室 作成 30

【対事業所サービス業】

・大阪市の全産業の従業者数：212万1,613人（2006年）→うち57.5％が都心部地域で従業

・対事業所サービス業は一般的に、顧客との頻繁な対面接触が必要なため、顧客に近い

場所に立地することが特徴

・大阪市において対事業所サービスが都心部地域に集積している理由としては、主要顧

客である大手企業の本社・支社が都心部地域に集積していることや、広域的な交通ア

クセスに優れていることが挙げられる

大阪市の主要な対事業所サービス業従事者数の区別割合（2006年）
情報通信業

サービス業

注：民営事業所の数値。但し、「専門サ
ービス業」と「その他の事業サービ
ス業」は公営含む全事業所の数値
専門サービス業= 法律事務所・特
許事務所、公認会計士事務所・税
理士事務所、デザイン・機械設計業
など
その他の事業サービス業= 速記・ワ
ープロ入力・複写業、商品検査業、
建物サービス業、警備業、民営職
業紹介業、労働者派遣業など

資料：総務省「事業所・企業統計調査」.

情報サービス業 映像・音声・文字情報製作業 インターネット付随サービス業

広告業 専門サービス業 その他の事業サービス業


